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１ 令和６年度決算の特徴

1

令和６年度は、歳出の膨張圧力に耐えつつ、成長への再起動に堅実に取り組んだ決算

であった。

具体的には、市税等は前年度と比較すると実質的に増収となり、堅調な伸びを示した

一方、物価高の影響や扶助費、人件費、公債費などの歳出の増加圧力が市税等の増収を

大幅に上回った。

今後も物価高等に伴う歳出の膨張圧力が一層強まることが見込まれるため、引き続き

強い危機感を持って財政運営に取り組む必要がある。

資材高騰・物価高の影響

４つの
膨張圧力

人件費の増加
＋９６億円（＋４９億円）

扶助費（社会保障関係）の増加
＋１１１億円（＋５７億円）

公債費の増加（繰り上げ償還を除く）

＋7億円（＋7億円）

市税収入等
（＋７８億円）

政策経費に活用
できる財源を圧迫

職員給与等の増
＋４１億円（＋２０億円）

退職手当の増
＋５５億円（＋２９億円）

※数字は前年度比較、（ ）書きは一般財源ベース



２
市 債 残 高

３

令和６年度末の市債残高は １兆２，０５７億円（対前年度比８２億円増）
※新日明工場建設事業を除くと、１兆１，８４１億円（対前年度比６３億円減）

令和６年度末の基金残高は３４４億円（対前年度比３２億円減）
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財源調整用基金残高

２ 令和６年度決算の概要

2
４ 健 全 化 判 断 比 率 実質公債費比率：１０．６％（対前年度比０．５ポイント増）

市税収入は個人市民税の定額減税の影響により、対前年度比９億円減となった
ものの、定額減税等の減収補填として交付される地方特例交付金が増となり、
市税と地方特例交付金を合計した実質的な市税収入は、対前年度比で４０億円増
と堅調に推移している。

歳 入

歳 出

将来負担比率：１４３．０％（対前年度比０．２ポイント減）

歳入総額：６，１９８億円（対前年度比９７億円増 過去３番目の規模）

歳出総額：６，１５９億円（対前年度比８９億円増 過去３番目の規模）

中小企業融資（対前年度比４５億円減）などが減少する一方、保育所運営費や
障害福祉サービス事業等の扶助費の増（対前年度比５８億円増）や新日明工場
建設事業等の投資的経費の増（対前年度比８１億円増）などが主な増加要因と
なった。

実質収支 歳入から歳出と翌年度への繰越財源を除いた実質収支は１８億円の黒字

（市の借金）

（市の貯金）

（市の財政状況を表す指標）



３ 令和６年度の具体的な取組・成果 ①

●北九州空港貨物取扱量 36,603トン（過去最高）

●北九州港フェリー貨物取扱量 5,292万トン（過去最高）

●「コクラ・クロサキ リビテーション」の第一弾「BIZIA KOKURA」完成

●小倉城約３０万人、小倉城庭園約１３万人が来場（過去最高）

ビ ジ ア コ ク ラ

●「おいしい給食大作戦」、「未来の介護大作戦」の実施

●こどもまんなかアクションの推進

シン・子育てファミリーサポート事業が「ベスト育児制度賞」受賞

●人口の社会動態が60年ぶりにプラスに転換（転入超過＋４９２人）

●「北九州市の明るい話題が増えた」との認識が拡大 （令和6年度市民意識調査）

●「住み続けたいと思う」市民の割合が過去最高８４．１%
（R6.8 行政評価に係る市民アンケート調査）
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３ 令和６年度の具体的な取組・成果 ②

●「Z世代課」新設、Z世代はみ出せコンテストの開催

●「コクラBEAT」開催（R6.10.25～１２．２５） 来場者数 １５６万人

●国際スポーツ大会開催

バレーボールネーションズリーグ２０２４福岡大会、

第２回FIGパルクール世界選手権・北九州、卓球WTTファイナルズ福岡２０２４など

●北九州空港新アクセス「朽網駅特急ルート」誕生（R7.4.1開始）

●国際会議の開催件数 15件（全国６位）（過去最高）

●ふるさと納税受入金額 24.7億円（過去最高）

●U・Iターン就職決定者数 ２５６人（過去最高）
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※ICCA（国際会議協会）基準、対象期間：令和６年１月１日～令和６年１２月３１日



４ 令和６年度 一般会計 決算収支

（単位：億円）

R5決算
(a)

R6決算
（b)

増減額
(b－a）

歳ああ入
（A）

6,100 6,198 98

歳ああ出
（B)

6,070 6,159 89

形式収支
C（A－B）

30 39 9

繰り越すべき財源

（D)
10 21 11

実質収支
E(C－D）

20 18 ▲ 2

6,784 6,457 
5,994 6,100 6,198 

6,740 6,380 
5,961 6,070 6,159 

0

2,000

4,000

6,000

R2 R3 R4 R5 R6

（億円） ＜一般会計の決算規模の推移＞

歳 入 歳 出

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較

■歳入 6,198億円（＋９８億円）

・市税、地方交付税、地方特例交付金等
３，１５６億円（＋７８億円）

■歳出 6,159億円（＋８９億円）

・新日明工場建設事業
２１３億円 （＋１３１億円）

・中小企業融資
３０５億円 （▲４５億円）
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決算規模は、歳入6,198億円、歳出6,159億円で、歳入・歳出ともに過去3番目。
実質収支は、18億円の黒字。



290 300 310 314 
その他

317 

706 707 723 730 

固定資産税

736 

105 111 117 114 
法人市民税

125 

645 631 
647 653 

個人市民税

624 

1,746 1,749 
1,797 1,811 

0

500

1,000

1,500

2,000

R2 R3 R4 R5 R6

（億円） <市税の推移>

（1,851）
1,802

５ 歳入の主な特徴 ① 市税収入

■個人市民税 ６２４億円（▲２９億円）

・定額減税の影響額（▲49億円）
・納税義務者数と課税標準額（所得金額）は過去最高
※納税義務者数は、定額減税適用前ベース

■法人市民税 １２５億円（＋１１億円）

・好調な企業業績を反映

■固定資産税 ７３６億円（＋ ６億円）

・土地の価格上昇
・償却資産に係る活発な新規設備投資

※（ ）は、定額減税の影響がなかった場合の金額

定額減税
の影響額

（49）
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市税収入は、１，８０２億円で対前年度比９億円の減となったが、個人市民税の
定額減税の影響額を除いた市税収入は1,851億円で、過去最高を記録した前年度と
比較して、40億円の増となっており、実質的な市税収入は堅調である。

市税収入の主なもの

（ ）は前年度比較



636 
735 

690 
750 

地方交付税

832 

257 

238 

187 
131 

臨時財政対策債

61 

893 

973 

877 881 893 

0

500

1,000

R2 R3 R4 R5 R6

（億円） <地方交付税等の推移>

５ 歳入の主な特徴 ② 地方交付税等

■地方交付税 ８３２億円（＋82億円）

■臨時財政対策債 ６１億円（▲７０億円）

【臨時財政対策債】

国の地方交付税の財源不足対策として、平成13年度

に創設された地方債。その元利償還相当額については、

全額が後年度の地方交付税で措置される。

7

地方交付税等（地方交付税＋臨時財政対策債）は８９３億円で、基準となる行政経費
が増加したため、対前年度比12億円の増となっている。

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較



５ 歳入の主な特徴 ③ ふるさと納税

11

18

20

23

25

0

10

20

30

R2 R3 R4 R5 R6

（億円）
＜ふるさと納税受入金額の推移＞

■北九州市らしい新規返礼品の開発

・「すしの都」関連返礼品（寿司店で使える食事券等）

・北九州市内で使えるクーポンや体験型返礼品

（関門エリア共通電子クーポン、大型バス運転体験等）
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令和６年度の主な取組

ふるさと納税については、黒毛和牛やふぐのほか、日用品等が返礼品として人気で
あり、令和６年度の寄附金額は約２５億円と、前年度に引き続き過去最高を更新した。

■トレンドやニーズを踏まえた既存返礼品の拡充

・牛肉やトイレットペーパーなどの既存人気返礼品の

容量違いや定期便化によりバリエーションを拡充



360 352 

276 
313 325 

45 
3 

13 

55 
145 

257 

238 

187 

131 

61 

662 

593 

476 
499 

531 

0

200

400

600

800

R2 R3 R4 R5 R6

（億円）
＜市債発行額の推移＞

■新日明工場建設事業（＋９０億円）

新日明工場建設事業の進捗に伴う増加

■臨時財政対策債（▲７０億円）

地方財政計画において臨時財政対策債が
半減した（R5：１．０兆円→R6：０．５兆円）
ことに伴う減少

５ 歳入の主な特徴 ④ 市債発行額

新日明工場
建設事業

臨時財政対策債

新型コロナ関連
減収補てん債26
猶予特例債19

その他の
市債

9

市債発行額は、531億円で、対前年度比32億円の増となっているものの、投資的経費
の予算調整方針（R4～R6年度）の例外※である新日明工場建設事業を除けば、
対前年度比で58億円の減となっている。

※概ね１０年周期で短期間に多額の費用を要する事業で
あるため投資的経費の予算調整方針の例外としている

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較



1,390 1,443 1,477 1,506 1,617 

29 

271 131 188 

扶助費（物価高対策等

に係る給付金）

1,093 

1,078 
1,090 1,020 

人件費

1,116 

675 

679 
659 676 

公債費

662 

3,187 

3,471 
3,357 3,390 

3,530 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

R2 R3 R4 R5 R6

（億円） ＜義務的経費の推移＞

６ 歳出の主な特徴 ① 義務的経費

■扶助費（社会保障関係）

１，６１７億円（＋１１１億円）

※物価高対策等に係る給付金１３５億円（▲５３億円）
を除く

■人件費（退職手当を除く）

1,030億円（＋４１億円）

※退職手当 ８６億円（＋５５億円）

地方公務員の段階的な定年の引上げに伴い、引上げ期間
中（R5～R14年度）は、定年退職者が２年に一度しか生じ
ないが、R6年度は定年退職が生じた。

■公債費(繰り上げ償還を除く）

６６２億円（＋７億円）

※土地売却に伴う繰り上げ償還（旧学研特別会計）
皆減 （▲２１億円）

135

扶助費
（社会保障関係）

10

義務的経費（扶助費・人件費・公債費）は、対前年度比140億円増の3,530億円と
大幅に増となり、政策経費に活用できる財源を圧迫している。

（ ）は前年度比較



1,390 1,443 1,477 1,506 
1,617 

29 

271 131 
188 

扶助費（物価高対策

等に係る給付金）

446 

456 
456 

474 

繰出金

474 1,865 

2,170 
2,064 

2,168 
2,226 

0

1,000

2,000

R2 R3 R4 R5 R6

（億円） ＜福祉・医療関係経費の推移＞

６ 歳出の主な特徴 ②福祉・医療関係経費（扶助費＋繰出金）

135

■扶助費 １，７５２億円（＋５８億円）

・児童福祉関係費 ６０３億円（＋57億円）

・障害福祉関係費 ５５９億円（＋５３億円）

・物価高対策等に係る給付金 １３５億円（▲５３億円）

■繰出金 ４７４億円（±０億円）

・後期高齢者医療関係 ２０３億円（＋６億円）

・国民健康保険特別会計 １１０億円（＋１億円）

・介護保険特別会計 １６１億円（▲７億円）
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福祉・医療関係経費については、物価高騰対策に係る給付金は減少した一方で、
児童福祉関係費や障害福祉関係費が大幅に増加し、対前年度比58億円増の
2,226億円となった。

扶助費
（社会保障関係）

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較



693 
657 

498 
541 535 

45

1 
18 

82 213 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

R2 R3 R4 R5 R6

（億円） ＜投資的経費の推移＞

６ 歳出の主な特徴 ③ 投資的経費

668

74９

■新日明工場建設事業（R6年度完成）
２１３億円 （＋１３１億円）

■響灘臨海工業団地立地促進事業
1億円 （▲44億円）

５１６

新日明工場
建設事業

響灘臨海工場団地
立地促進事業

適正水準
620

12

投資的経費については、７４９億円で対前年度比８１億円の増となっているものの、
投資的経費の予算調整方針（R4～R6年度）の例外※である新日明工場建設事業を
除けば536億円であり、投資的経費の適正水準範囲内（620億円/年）となっている。

※概ね１０年周期で短期間に多額の費用を要する事業で
あるため投資的経費の予算調整方針の例外としている

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較



3,983 4,122 4,169 4,172 4,116 

7,729 7,758 7,708 7,732 
その他の市債

7,725 

3 16 71 216 

11,712 11,883 11,893 11,975 12,057 

0

5,000

10,000

R2 R3 R4 R5 R6

（億円） ＜市債残高の推移＞

７ 市債残高（市の借金）

■新日明工場建設事業（＋１４５億円）

■臨時財政対策債（▲５６億円）

新日明工場
建設事業

13

臨時財政
対策債

市債残高は、対前年度比８２億円の増となっているものの、大きな要因であった
新日明工場建設事業が令和６年度に完了したことから、今後は市債残高は減少して
いく見込みである。

増減理由の主なもの

（ ）は前年度比較



８ 財源調整用基金残高（市の貯金）

251 

327 

363 
376 

344 

0

250

500

R2 R3 R4 R5 R6

（億円）
＜財源調整用基金残高の推移＞
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市税等は前年度と比較すると実質的に増収となり、堅調な伸びを示した一方、
物価高の影響や扶助費、人件費、公債費などの歳出の増加が市税等の増収を大幅
に上回り、この収支差を補うために、財源調整用基金を活用したことによって、
財源調整用基金の残高は対前年度32億円減の３４４億円となった。



９ 特別会計

特別会計 歳 入 歳 出 形式収支 繰越財源 実質収支

国民健康保険 97,232 95,23４ 1,998 ０ 1,998

食肉センター 406 36７ 3９ 0 3９

卸売市場 1,197 1,015 182 0 182

渡船 604 44０ 16４ 0 16４

土地区画整理 3,948 3,736 212 129 83

港湾整備 8,769 4,263 4,506 15 4,491

駐車場 921 248 673 1 672

産業用地整備 1,381 697 684 0 684

介護保険 110,727 107,37８ 3,349 ０ 3,349

後期高齢者医療 19,454 18,798 ６５６ ０ ６５６

市民太陽光発電所 276 8４ 19２ 0 19２

その他会計※ 174,585 173,883 702 0 702

（単位：百万円）

※その他会計の内訳
①小規模会計（土地区画整理事業清算、住宅新築資金等貸付、母子父子寡婦福祉資金、漁業集落排水、空港関連用地整備）
②構造上収支均衡となる会計（公債償還、土地取得、臨海部産業用地貸付、市立病院機構病院事業債管理）
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令和6年度特別会計決算では、全20会計のうち、
構造上収支均衡となる４会計※を除く16会計で実質収支は黒字となった。



１０ 企業会計

事 業
損益収支
（前年度比）

単年度
実質収支

Ｒ６年度末
資金剰余

損益収支の主な増減理由

上 水 道
１９９

（▲４１２）
▲１９２ ４，１４２

・維持管理費等の増
・減価償却費等の増
・人件費の増（給料・手当の増）

下 水 道
▲８０

（▲７４５）
▲２６３ ３，３７２

・維持管理費等の増
・減価償却費等の増
・人件費の増（退職手当引当金繰入額の増）

工 業 用
水 道

４３４

（▲４８）
▲４１５ １，４０２

・減価償却費等の増

・人件費の増（退職手当引当金繰入額の増）

交 通
１１

（▲１４２）
４１ ５５１

・人件費の増（運転者処遇改善による職員
給与費の増）

病 院
（門司病院・

旧若松病院等）※

▲１４３

（＋２）
１ ５１ ・施設維持管理費用等の減

公営競技
１３，３０１

（▲１５８）
６，５９７ ４８，４４１ ・施設維持管理費用等の増

（単位：百万円）

16※病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還のみを実施している。
医療センター等の運営は平成３１年４月１日に地方独立法人北九州市立病院機構へ移行しており、この会計に含まない。

公営競技事業は好調を維持しているが、その他の公営企業は物価高や人件費の増
などの影響により、厳しい経営状況が続いている。
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１０ 企業会計 【参考】主な企業会計の単年度実質収支の推移

（単位：百万円）

17※交通事業会計に対しては、一般会計から年間３億円の
経営支援補助金を支出している。（令和５年度～）

（単位：百万円）

（単位：百万円）（単位：百万円）



1１ 健全化判断比率等（市の財政状況を表す指標）

指 標 内 容
北九州市
の比率

早期健全化
基準

財政再生
基準

健

全

化

判

断

比

率

①実質赤字比率
地方公共団体の財政
規模に対する一般会
計等の赤字の割合

ー
（－）

11.25％ 20.0％

②連結実質赤字比率
地方公共団体の財政
規模に対する全会計
の赤字の割合

ー
（－）

16.25％ 30.0％

③実質公債費比率
地方公共団体の財政
規模に対する借入金
の返済額の割合

10.6％
（10.1％）

25.0％ 35.0％

④将来負担比率

地方公共団体の財政
規模に対する借入金
など現在抱えている
負債の割合

143.0％
（143.2％）

400.0％

⑤資金不足比率
公営企業ごとの資金
の不足額の事業の規
模に対する割合

ー
（－）

20.0％
※経営健全化基準

実質黒字のため
比率なし

資金不足を生じて
いないため比率なし

（ ）は、前年度

18

基準を超えると財政健全化の対策が義務付けられる健全化判断比率等については、
すべての指標で前年水準を維持しているが、他の政令市との比較では、下位グループ
に位置している。



1１ 健全化判断比率等 【参考】令和５年度決算における政令市比較

19
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○令和５年度決算における北九州市の順位
・実質公債費比率：１７位 ・将来負担比率：１９位



1２ 経常収支比率

20

令和６年度の経常収支比率は、９９．３％で、前年度に比べ２．２ポイントの増

経常収支比率・・・財政構造の弾力性を表す数値
市税などの毎年度経常的に確保できる見込みの収入のうち、
人件費、扶助費、物件費などの固定的な経費が占める割合を示すもの

地方交付税、地方特例交付金等の経常的な歳入は増加したが、歳入以上に社会保障経費等の
扶助費、退職手当等の人件費などの経常的な歳出が増加したことによるもの。
また、地方公務員の段階的な定年の引上げに伴い、引上げ期間中（R5～R14年度）は、
定年退職者が２年に一度しか生じないため、隔年で経常収支比率が増減する。

【経常収支比率の増加要因】


